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Ⅰ 基本的な考え方 

 

１．目  的   急速な少子化に対し、国・地方公共団体・企業等が一体となった総合的な
取り組みを進めるため、平成１５年に「次世代育成支援対策推進法」が制定

されました。   「次世代育成支援対策推進法」は、平成２７年３月末日までの時限立法で
したが、依然として少子化の流れが変わらないため、平成３７年３月末日ま

で延長されることになりました。   この期限延長を踏まえ、「那珂川町特定事業主行動計画」を策定し、引き続
き、職員が安心して子供を産み、育て、働き続けられる職場環境づくりを進

めていきます。   また、女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活力ある社会の実現
を図るため、平成２７年８月「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律」が制定され、国及び地方公共団体に特定事業主としての行動計画の策

定・公表が義務付けられました。当町の組織全体の活性化を図る上でも、全

ての女性職員がその個性と能力を十分に発揮できる組織づくりを目指して、

行動計画を策定します。 

 

２．計画期間   「次世代育成支援対策推進法」に基づく計画期間は、平成２７年度から平
成３６年度までの１０年間のうち、平成２８年４月から平成３２年３月まで

の４カ年度を計画期間とする。   「女性活躍推進法」に基づく計画期間は、平成２８年度から平成３７年度
までの１０年間のうち、平成２８年４月から平成３２年３月までの４カ年度

とする。 

 

３．計画の位置づけ  この計画は、「次世代育成支援対策推進法」第８条及び「女性活躍推進法」第
１５条に基づき、那珂川町長、那珂川町議会議長、那珂川町教育委員会、那珂

川町選挙管理委員会、那珂川町監査委員及び那珂川町農業委員会が策定する特

定事業主計画です。 

 

４．計画の推進体制   この「次世代育成支援対策推進法」及び「女性活躍推進法」に基づく特定
事業主計画の推進にあたっては、管理職や人事担当者だけでなく、那珂川町



役場の組織全体として計画をとらえていくことが重要であり、効果的な計画

推進のため  ① 調整担当を構成員とした行動計画策定・推進委員会を設置する。  ② 職員に対して、行動計画の内容を庁内 LAN や書面等により情報提供を行

い、組織全体で計画を推進する意識の浸透を図る。  ③ 仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供を行う。  ④ 本計画の実施状況については、行動計画策定・推進委員会において把握を

した結果や職員のニーズを踏まえて、その後の対策の実施や計画の見直し等

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ 女性職員の活躍に関する状況把握、課題分析及び取組内容 

【状況把握】 

１ 採用した職員に占める女性職員の割合（各年とも４月１日時点）  正職員 

 

  臨時職員 

 

・採用における女性の割合は、５０％を超えており、正職員・臨時職員ともに

高い水準で推移している。 
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２ 勤続勤務年数の割合（各年とも４月１日時点） 

 男 性 女 性 全 体 

平成２６年 ２１．５年 ２０．７年 ２１．２年 

平成２７年 ２０．８年 １９．６年 ２０．２年 

・職員の勤続勤務年数の平均の差は、平成２６年は０．８年、平成２７年は１．

２年で、男女差はあまりないと思われる。 

 

３ 職員一人当たり各月ごとの超過勤務時間 

 

・平成２７年度の超過勤務時間は、平成２６年度と比較して増加傾向にある。 

 

４ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

 全体数 女性職員数 女性の割合 

平成２６年度 ２２人 ５人 ２２．７％ 

平成２７年度 ２２人 ５人 ２２．７％ 

・女性管理職の割合は平成２６年度・平成２７年度ともに２２．７％で、一定

数で推移していると思われる。 
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５ 各役職段階に占める女性職員の割合（平成２７年度） 

 全体数 女性職員数 女性の割合 

課長級 ２２人 ５人 ２２．７％ 

課長補佐級 ３９人 １６人 ４１．０％ 

係長級 ５２人 ２４人 ４６．２％ 

・課長補佐級・係長級の女性職員割合が４０％を超えているのに対し、課長級

の女性職員割合は２２％と他の役職より低くなっている。 

 

６ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間(平成２７年１月～１２月) 

 
取得可能

者 
取得者 取得割合 

取得期間 

6月以下 6月～1年 
1 年～1 年

6月 

男性 ９人 １人 １１．１％ １人 ０人 ０人 

女性 ８人 ８人 １００％ ０人 ６人 ２人 

・女性職員の育児休業取得率は１００％である。男性職員はこれまで取得した

職員がいなかったが、初めて男性職員の実績があった。しかし、未だ低い水

準にとどまっている。 

 

７ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得
日数（平成２７年１月～１２月） 

取得可能な 

男性職員数 

配偶者出産休暇 育児参加のための休暇 

取得者 取得率 取得者 取得率 

９人 ２人 ２２．２％ ２人 ２２．２％ 

・配偶者の出産に当たっては、有給休暇で対応する職員が多く、「配偶者出産休

暇」「育児参加のための休暇」制度が認知されていない状況にあると考えられ

る。 

 

 

 

 

 



【課題解決のための目標と取組内容】 

現状把握の結果を踏まえ、当町の女性活躍推進における課題解決にむけ、次

のとおり目標を定める。 

 

目標１ 男性職員の育児休業取得率を平成３２年度までに取得率１
５％以上を目指す 

<取組内容> 

１．配偶者が妊娠したことを申し出た男性職員に対し、総務課より各種支援

制度（育児休業・配偶者出産休暇・育児参加のための休暇）の個別説明を行

い、特に育児休業にあっては短期取得も可能であることを提案する。 

  目標２ 平成３２年度までに、男性職員の配偶者出産休暇の取得
率を１００％、育児参加のための休暇取得率４０％以上を目

指す 

<取組内容>  １．現状把握の結果、有給休暇取得により対応している職員が多かったため、
総務課より配偶者の出産を控える男性職員に個別説明を行い、休暇取得の促

進を図る。  ２．管理職に対して、庁議等の場を利用し休暇制度の周知を行い、管理職自
らが休暇取得を促進する体制を作る。 

  目標３ 管理職に占める女性職員の割合を、平成３２年度までに
３０％以上を目指す 

<取組内容>  １．職場リーダーやマネジメント能力など、管理監督者に必要と思われる能
力を伸ばす研修を、女性職員に積極的に受講させる。 

２．結婚・出産・育児・家族の介護などが女性職員の退職につながることが

ないよう、ともに家庭を支える男性職員もワークライフバランスの取れた働

き方ができる職場を作る。   

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 次世代育成・子育て支援に向けた取組内容 

 

１ 職員の勤務環境に関する事項 

（１）妊娠中及び出産後における配慮   働く女性の母性保護及び母性健康管理を適切かつ有効に実施するため、妊
娠中及び出産後の職員に対し、次の制度について周知する。  ① 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度
について、当該職員のほか、所属長への周知を図る。  ② 出産費用の給付等の経済的支援措置について周知を図る。（市町村職員共
済組合による出産費給付）  ③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行うとともに、
本人の希望に応じ、超過勤務の縮減に配慮することができる職場の環境づく

りに努める。 

 

（２）男性の子育て目的の休暇等の取得推進   子育ての始まりの時期に、親子の時間を大切にし、子どもを持つことに対
する喜びを実感するとともに、出産後の配偶者を支援するため、子どもの出

生時における父親の休暇取得を促進する。  ① 子どもの出生時における父親の「配偶者出産」や「育児参加のため」の
特別休暇及び年次有給休暇取得について、個別説明を行い、周知を図る。  ② 子育て目的の休暇取得に理解が得やすい職場の環境づくりを行う。 

 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備   育児休業や育児のための部分休業の取得を希望する職員について、その円
滑な取得促進等を図るため、次の内容について実施する。  ア 男性の育児休業等の取得促進   ① 男性も育児休業及び育児短時間勤務等が取得できることを周知する。   ② 配偶者が妊娠したことを申し出た男性職員に対し、個別に総務課より
育児休業等の制度説明を行う。  イ 育児休業及び部分休業制度の周知   ① 妊娠を申し出た職員に対し、個別に育児休業等の取得手続き及び休業
期間中の経済的な支援について説明を行う。  ウ 育児休業や部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成   ① 育児休業及び部分休業を取得できるようにするため、コミュニケーシ
ョンを通し、職場の環境づくりを行う。   ② 育児休業等の取得申し出があった場合、当該部署において業務分担の



見直しを行う。   ③ 庁議等の場において、育児休業等の制度の趣旨を周知し、管理職が自
ら取得を促進する意識を醸成する。  エ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援   ① 職場から育児休業中の職員へ定期的に情報提供を行う。   ② 育児休業中の職員が復帰する際には、円滑に職場に復帰できるように
支援する。  オ 育児休業に伴う代替職員の確保    所属所内の業務分担見直しや、人事配置の検討などを行ったうえでも、
育児休業中の職員の業務を遂行することが困難な場合には、任期付採用や

臨時的任用制度を活用した代替職員の採用により、適正な業務執行体制の

確保に努める。  カ 子育てを行う女性職員の活躍推進に向けた取組   ① 管理職に必要なマネジメント能力の向上のための研修を行うことで、
女性職員のキャリア形成を支援する。   ② 育児など、女性職員の状況に配慮した人事運用を行う。 

  【育児休業等取得率の目標値】（再掲）   以上のような取組を通じて、育児休業等の取得率の目標値を以下のとおり
とする。   男性職員     １５％以上      女性職員    １００％ 

 

（４） 超過勤務の縮減   職場における常態的な超過勤務は、子育てをする職員の負担となることか
ら、超過勤務縮減に向けた取組を進め、仕事と子育てとを両立しやすい環境

を整える。   ア 超過勤務及び深夜勤務の制限に関する制度の周知    小学校就学始期に達するまでの子どもを育てる職員の深夜勤務及び超過
勤務を制限する制度の周知を図る。   イ ノー残業デーの推進    ノー残業デー（毎週金曜日）を推進するととともに、定時退庁に努める。   ウ 事務の簡素合理化の推進    ① 那珂川町行政改革大綱に基づき、事務事業の見直し、外部委託等の
推進、会議運営の効率化などの推進を図るほか、一人一改善の実施などに

より職員の意識改革を行う。   ② 業務の OA 化の推進を計画的に行い、事務処理の簡素化・効率化を図



る。   ③ 年間のスケジュール管理による事務の平準化、事務の進め方の見直し
をさらに進める。   ④ 庁内 LANを活用し、会議や打ち合わせ等の事務を簡素化する。 

  エ 超過勤務縮減のための意識啓発   ① 安易に超過勤務が行われることのないよう意識啓発を図る。   ② 超過勤務が多い部署を把握し、所属長への指導を図るとともに、超過
勤務の多い職員に対し、保健師への相談を勧めるなど健康管理について配

慮を行う。 

 

（５）休暇取得の推進   子育てをする職員が、子どもの保育園・学校等の行事や病気の際に、休暇
を取得することに抵抗を感じることがない職場環境を整え、子どもの看護の

ための特別休暇制度を周知する。  ア 年次休暇の取得推進   ① 管理職に対して、庁議等の場で年次有給休暇や特別休暇の取得促進を
周知するとともに、部下の休暇の取得状況を把握し、計画的な取得を指導

させる。   ② 安心して職員が年次有給休暇の取得ができるよう、事務処理において
相互応援ができる体制をそれぞれの所属所で作り、職員一人当たりの平均

取得日数を向上させる。  イ 連続休暇等の取得推進   ① 月・金曜日と土・日曜日を組み合わせて年次有給休暇を取得する「ハ
ッピーマンデー」「ハッピーフライデー」の取得促進を図る。   ② 子どもの学校行事や PTA 活動に合わせた年次有給休暇の取得促進を

図る。   ③ 国民の祝日、夏季休暇、ゴールデンウィーク等と合わせた年次有給休
暇の取得促進を図る。   ④ ゴールデンウィークやお盆期間においては、会議・行事等の開催を可
能な限り控える。 

ウ 子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得の促進 

子どもの看護休暇等の特別休暇を職員に周知するとともに、その取得を

希望する職員に対して、１００％取得できる雰囲気の醸成を図る。 

 

 



２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

（１）子育てバリアフリー   子どもを連れた町民も安心して来庁できるよう、親切で丁寧な窓口応対等
ソフト面のバリアフリーを進める。 

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動  ア 子ども・子育てに関する活動の支援 

子どもの健全育成・子育て支援に関する地域活動に、職員の積極的な参

加を奨励する。  イ 子どもの体験活動等の支援 

① 子どもが参加する地域の活動に、敷地や施設を提供するように努め
る。 

② 子どもが参加する学習会等の行事において、職員が専門分野を活か
した指導を行える体制づくりを行う。 

ウ 子どもを交通事故から守る活動の実施や支援 

交通事故防止について、綱紀粛正通知による呼びかけや、専門機関等に

よる安全運転に関する研修の受講を支援する。 

エ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備 

子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民の自

主的な防犯活動や少年非行防止活動等への職員の積極的な参加を支援する。  （３）子どもとふれあう機会の充実 

職員に対し、子どもが参加する地域活動や学校行事等のイベントへの積

極的な参加を促す。 

 

 

 

 


